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減災にかかる取組報告

令和４年５月１６日

減災－２



遠賀川河川事務所の取組について
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（１）ハード対策の取組
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ハード対策の進捗状況について

直方市

宮若市

小竹町

響

灘

中間市

：直轄河川管理区間

福岡県

飯塚市

嘉麻市

福智町

北九州市

R3年度に実施している主なハード対策

田川市

：洪水氾濫対策

河道掘削

河道掘削

河道掘削
維持掘削

浸透対策

河道掘削 維持掘削

堤防の整備

堤防の整備
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護 岸

無動力化
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洪水を河川内で安全に流す対策①

着⼯前
【飯塚市目尾地区（河道掘削）】

完 成

【直方市下境地区（河道掘削）】
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着⼯前
【宮若市原田地区（浸透対策）】

完 成

【遠賀町広渡地区（護岸）】

洪水を河川内で安全に流す対策②



7

着⼯前

【飯塚市（芳雄第一排水樋管）】

完 成

洪水を河川内で安全に流す対策③
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【参考】遠賀川水系遠賀川における河川改修事業の効果（速報版）

○遠賀川水系遠賀川では、令和3年8月11日からの大雨により、本川上流の桑野観測所（嘉麻市）において、 総雨量９
６７mmを観測、基準地点日の出橋（直方市）では、約2,700m3/s（速報値）を記録。

○平成30年7月出水以降、中間堰改築や河道掘削等の改修事業が進んだことにより、日の出橋地点におい て、約
0.7mの水位低減効果を発揮し、避難判断水位以下で洪水を安全に流下させた。

遠
賀
川

改築前の川幅81m

遠賀川

菜の花大橋

施工前（令和元年10月）

遠賀川

菜の花大橋

施工後（令和２年11月）

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

↑

水

位

(m)

約0.7mの水位
低減効果により
避難判断水位以
下で流下させた

平成30年7月河道とした場合の水位

今回水位

計画高水位

日の出橋地点横断図

遠
賀
川

河道掘削（H30～R2）

中間堰改築

■位置図 ■出水状況 ■改修効果
遠賀川河川事務所鉄塔より

直方市役所 日の出橋

R3.8.14撮影

日の出橋

■近年実施した河川改修

中間堰改築前 中間堰改築後

※本資料の数値は、速報値及び暫定値であるため、今後の調査で変わる可能性があります。



（２）ソフト対策の取組
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「遠賀川水防災・水環境河川学習プログラム」
学習教材の更新、使用状況アンケート結果のご報告

令和3年3月

小学校4年生社会科
「自然災害にそなえるまちづくり」

小学校5年生社会科
「国土の自然とともに生きる」

小学校5年生理科
「流れる水のはたらきと土地の変化」
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37校／112校 ６９名 参加

水防災学習の普及・充実、防災知識の普及 ～水防災学習プログラム～

合同説明会（ZOOM）
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回 開催日 開催場所 参加人数
教材を知ってい

た
教材を使ったこと

がある

第1回 令和3年7月29日（木）16：00～17：00 WEB会議システム 21名（12校） 7名 0名

第2回 令和3年7月30日（金）10：00～11：00 WEB会議システム 16名（ 9校） 8名 3名

第3回 令和3年8月4日（水）16：00～17：00 WEB会議システム 7名（ 5校） 4名 0名

第4回 令和3年8月5日（木）10：00～11：00 WEB会議システム 12名（ 8校） 7名 2名

第5回 令和3年9月9日（木）16：00～17：00 WEB会議システム 13名（10校） 4名 2名

計 69名（37校※） 30名 7名

各教科に格納している
教材をアピール

※令和2年度 19校／115校 33名参加



11校

57校
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100％ 75.4％ 61.5％ 63.1％ 67.2％ 72.2％ 80.9％ 76.5％ 77.7％

【参考】学習プログラム（小5理科）使用率の経年変化【参考】学習プログラム（小5社会科）使用率の経年変化
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学習プログラム（全体）使用率の経年変化

11校
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11校 14校
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100％ 70.2％ 55.7％ 55.7％ 61.2％ 66.1％ 71.3％ 67.0％ 60.7％



水防災学習の普及・充実、防災知識の普及 ～水防災学習プログラム～

飯塚市大分小5 社会 学習状況
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水防災学習の普及・充実、防災知識の普及 ～水防災学習プログラム～
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説明動画限定公開中



小・中学校における水防災教育の促進
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小・中学校における水防災教育の促進
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立体地図に興味津々･･･

家どこか
な～？

木屋瀬小学校（北九州市）の取組は
国土交通省の防災教育ポータルに
も掲載



地域における水防災学習会等の実施促進

水巻町防災講習会

取組主体 ： 水巻町、遠賀川河川事務所
開催日 ： 令和３年１１月１７日（水）
参加人数 ： 約 １３０名
内 容 ： 遠賀川の水害リスクについて
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田川市区長会研修会

取組主体 ： 田川市、遠賀川河川事務所
開催日 ： 令和３年７月３１日（土）
参加人数 ： 約 ４０名
内 容 ： 遠賀川災害リスクとマイ・タイムライン



地域における水防災学習会等の実施促進
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飯塚市親子マイ・タイムライン講習会

取組主体 ： 飯塚市、遠賀川河川事務所
開催日 ： 令和3年7月～8月（夏休み期間）
参加人数 ： 飯塚市内小学校5校（67名）
内 容 ： 遠賀川の水害リスクとマイ・タイムラインに

ついて

遠賀町親子マイ・タイムライン講習会

取組主体 ： ひびき青年会議所、遠賀川河川事務所
開催日 ： 令和３年６月２７日（日）
参加人数 ： ３５名
内容 ： 遠賀川の水害リスクとマイ・タイムラインについて



住民団体と連携した防災意識の啓発、防災知識の普及
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直方市溝堀地区マイ・タイムライン講習会

取組主体 ： 直方川づくりの会、遠賀川河川事務所
開催日 ： 令和3年7月5日（月）
参加人数 ： 溝堀地区長 21名
内 容 ： マイ・タイムラインについて

田川市古賀町地区マイ・タイムライン講習会

取組主体 ： 田川ふるさと川づくり交流会、遠賀川河川
事務所

開催日 ： 令和3年10月22日（金）
参加人数 ： 田川市古賀町地区住民 12名
内 容 ： 遠賀川の水害リスクとマイ・タイムラインに

ついて



氾濫リスクの高い箇所の水防団等との合同現地確認の実施
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飯塚管内合同巡視（R3.5.28）



【作成対象】
浸⽔継続時間が１⽇以上の特定区間箇所及び資産が集中するブロックを対象とし
作成。全体１５箇所中１２箇所作成済み。（令和３年度は４箇所作成）

※ブロック割については、河川や破堤後の浸⽔範囲を勘案し決定

：①特定区間

：②資産が集中するブロック

：今回検討対象箇所

北九州市
若松区

北九州市
八幡西区

直方市

飯塚市

田川市

中間市

宮若市

嘉麻市

芦屋町

水巻町

岡垣町

遠賀町

小竹町

鞍手町

桂川町

香春町 添田町

糸田町

川崎町

大任町

福智町

氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え ～排水作業準備計画（案）の作成～
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令和３年 ○月
九州地方整備局 遠賀川河川

事務所



福岡県の取組について
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福岡県１．危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラ設置状況

福岡県では、危機管理型水位計および簡易型河川監視カメラの設置を進めています。
危機管理型水位計等の情報は、県のホームページで公開し、避難判断に資する情報とし
て市町村や住民へ提供しています。

◆危機管理型水位計とは・・・ 洪水時にのみ河川の水位を観測する低コストの水位計
◆簡易型河川監視カメラとは・・・ 河川画像で洪水時の切迫感を伝える低コストのカメラ

＜水位情報の伝送イメージ＞

県庁

水位情報を
県ホームページで公開

危機管理型水位計

A
携帯電話回線

基地局
（通信事業者）

クラウド

危機管理型水位計の設置事例

カメラ太陽光パネル

簡易河川監視カメラ設置例

危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラ設置状況

名称 単位 R４年３月末時点公表数

危機管理型水位計

簡易型河川監視カメラ

箇所

箇所

94

62

項目

水位計

カメラ



福岡県

○水防法の改正（H29.6）により、洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設につ

いて、「避難確保計画の作成」及び「訓練」が義務化されました。

また、R3.5の水防法改正により、 「訓練結果の報告」も義務化

２．水防法における要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援について

○ 県では、要配慮者利用施設の管理者等が作成する避難確保計画の作成を加速させるため
、市町村が未作成の施設管理者を対象に開催する講習会において、防災気象情報の活用
や水害リスク、計画作成のポイント等を説明する講習会プロジェクトを気象台、県、市町村と
連携し、進めている。

◯講習会プロジェクトとは・・・
市町村単位で対象となる要配慮者利用施設の管理者を集め

避難確保計画の作成支援のための講習会を展開。
講習会では、気象台、県、市町村が連携し、防災気象情報の

活用や水害リスクや計画作成のポイント等を説明し、対象施設の
管理者等に避難確保計画の作成方法等を身につけていただくこ
とを目指している。



福岡県３．県管理河川における水害対応タイムラインについて

タイムライン導入の効果

〇先を見越した早め早めの行動ができる
〇防災行動の抜け、漏れ、落ちの防止が図られる
〇関係機関の「顔の見える関係」が構築できる

タイムライン作成状況

〇国管理河川では、タイムライン作成済み
〇都道府県管理河川では、４７都道府県の１，０８２市町村において、作成済み
（Ｒ３.９月末時点 進捗率９３％）

〇福岡県管理河川では、対象５３市町村のうち４７市町村で作成済み
（Ｒ４.３月末時点 進捗率８８％）

目標

〇令和４年の出水期前までに、対象５３市町村すべてにおいて作成完了を目指す



福岡県市町村洪水ハザードマップ充実支援事業令和４年度～

 近年の豪雨により水位周知河川等に指定されておらず、
水害リスク情報が未公表の中小河川において、河川氾濫
による人的被害が発生

 市町村が作成する中小河川の洪水ハザードマップは、
未整備である

 県管理の水位周知河川における洪水ハザードマップ作
成
状況は、作成対象５５市町村のうち５３市町村で作成済み

●福岡県では５年連続大雨特別警報が発令され、甚大な浸
水被害が生じているため、災害時の人的被害を防ぐことを
目的としたハザードマップの更新については、これまで以上
に加速化させる必要がある

●市町村は、水位周知河川等について、Ｌ２規模を反映した
ハザードマップを作成・公表したばかりで、短期間での洪水
ハザードマップの更新に伴い、財政的な負担が生じる

≪２．水防法改正の動き≫

≪１．現状と課題≫

●洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川等まで拡大し、浸水リスク情報空白域を解消
＜令和３年５月水防法改正公布、７月施行＞

≪３．対象河川≫

県管理河川
３３４河川

水位周知河川
４１河川

ハザードマップ
未作成

２９３河川

洪水ハザードマップ作成河川は、県管理河川すべてを対象とする

≪４．今後の取組≫

福岡県は、水位周知河川等以
外の小規模河川の洪水浸水
想定区域を令和５年５月まで
に順次指定公表

市町村は、小規模河川の洪水
浸水想定区域指定に基づき、
洪水ハザードマップを更新し配
布する

福岡県は、小規模河川の洪水浸
水想定区域を反映したハザードマ
ップの更新を行った市町村に対し、
更新費用の１／４を補助する

補助期間：Ｒ４年度～Ｒ６年度
支援：国１/２、県１/４、市町村１/４
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令和4年4⽉27⽇（⽔）

⽔巻町役場
総務課 ⽥中



Copyright ©  Mizumaki-Town28

⽔巻町災害情報等配信サービス
携帯電話やパソコンをお持ちでない⽅向けに、
固定電話・ＦＡＸで避難情報や気象情報を発信するサービス
を⾏っています 

発信する情報は、
①町が発信した避難情報や避難所の開設など避難に関する情報
②気象庁が発信した⼤⾬・洪⽔警報、⼟砂災害警戒情報、

地点震度、特別警報など
③河川事務所が発信した遠賀川が氾濫注意⽔位到達した情報

※電話受信時は合成⾳声で情報を伝えています。
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対象者
①⽔巻町内に居住する⽅
②⽔巻町内に親族等が居住する⽅

登録⼈数
約100名の⽅が登録されています。

⽔巻町災害情報等配信サービス
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当町が⾏っている防災に関する取り組みや、
家庭で⾏うことができる災害に対する備えなどの
説明を⾏っています。
防災に対する理解と関⼼を深め、防災意識の⾼揚
と地域の防災⼒向上を図ることが⽬的です。

★過去3年間の実績★
令和元年度・・13回
令和2年度・・・8回
令和3年度・・・2回

地区や⼩中学校での出前講座



Copyright ©  Mizumaki-Town31

出前講座の様⼦①（R3.11.21）
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出前講座の様⼦②（R2.11.11）
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出前講座の様⼦③（R3.11.17）



大任町の取組について
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飯塚市の取組について
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飯塚市防災 令和3年度の取り組み

１ 自助・共助体制の強化
（１）市として公助支援の限界の明示と市民への協力依頼（広報誌、HP、SNS、ｄボタン広報誌等活用）
（２）避難所開設・運営事前調整会議や事前開設運営訓練により、市民による避難所運営体制を段階的に構築
（３）飯塚市地域防災リーダー6年間の累積養成数308名、リーダー配置自治会数146(52%)自治会（災害リスクの

高い地域に重点指向）

（４）コロナ感染状況下での間接的な防災啓発を実施
ア 公式YouTubeにWEBいいづか防災講座を掲載（命を守るために必要最小限必要な知識を4本の動画に集約）：
480回視聴

イ 公共の場で放映する地域防災啓発動画（30秒）の作成
２ 義務教育における防災教育カリキュラムの継続
（１）2年間の小・中学校の教職員に対する防災基礎知識の付与（第1段階）はほぼ完了
（２）知識を得た教職員が児童・生徒を指導（第2段階）する場を支援
３ 職員防災研修・訓練
（１）知識教育

係長クラス（487名）を対象に、部内システムを使用した研修動画配信、基礎知識テストにより、平常時に職
員が地域のリーダーとして活躍するために必要な防災基礎知識の付与

（２）図上訓練
ア R3.6.4水害対応予行訓練を行い気象情報、河川情報、避難情報の変化事項（災対法の一部改正）及び
遠賀川氾濫想定における水害対応手順を確認（防災関係関、報道関係機関、衛生関係機関参加）

イ R4.1.25地震機能別図上訓練：「物の受援」の問題点を明確化

遠賀川 域大規模氾濫
減災協議 幹事会報告資料



Webいいづか防災講座

ハザードマップの見方と居住地の危険性の理解（11分30秒）

避難について（9分48秒）

気象・河川情報と逃げるタイミング（9分37秒）

飯塚市の災害特性（7分22秒）

参考資料１



令和4年度防災カリキュラム（地震）

１ 第1段階（1時間30分）
教職員が地震の基礎知識を習得する研修

２ 第2段階（45分）
第1段階を修得した教職員の指導を受けて、児童・生徒が「地震の基礎知識」及

び「身を守るための対応行動」の知識を修得する教育
３ 第3段階（30分～1時間）

（１）職員と児童・生徒が校内ハザードマップを作成するとともに、教職員が実際
的な地震避難訓練計画の作成法を修得する研修

（２）HUG（避難所運営ゲーム）：自分の身は自分で守れるようになった段階で、
自分以外の人へ支援の手を差し伸べることを学ぶ訓練
カードゲームにより共助の精神を育む
対象：教職員及び中学校生徒

４ 第4段階（45分）
校内避難訓練及び訓練反省会
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参考資料２



令和4年度防災カリキュラム（⾵⽔害）
１ 第1段階（1時間30分）

教職員が近年の風水害から身を守るために必要な防災基礎知識を修得する研修
２ 第2段階（45分）

第1段階を終了した教職員の指導を受けて、小学校4年生以上の児童・生徒が、風水害か
ら身を守るために必要な基礎知識を修得する防災教育

３ 第3段階（1時間30分）

（１）教職員、児童・生徒による通学路のまち歩きによる「危険性を想像する力」を育む教
育

（２）引き渡し訓練：時々刻々と変化する情報に基づき子どもと父兄をより安全な位置に移
動させる訓練

（３）HUG（避難所運営ゲーム）：自分の身は自分で守れるようになった段階で、自分以

外の人へ支援の手を差し伸べることを学ぶ訓練、時々刻々と変わる状況の中で風水害
の知識を定着させるとともに、カードゲームにより共助の精神を育む。
対象：教職員及び中学校生徒

４ 第4段階（45分）
通学路避難訓練及び訓練反省会
校区内自主防災組織の参加を推奨
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参考資料３




